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市
Ｈ
Ｐ
ア
ク
セ
ス
の
増
加

　

主
要
項
目「
開
か
れ
た
市
政
の
推
進
」

に
お
け
る
情
報
提
供
の
推
進
に
つ
い

て
は
、
平
成
29
年
度
に
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
全
面
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
を
実
施
し
、

利
便
性
を
向
上
さ
せ
た
ほ
か
、
シ
テ
ィ

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
や
各
種
Ｓ
Ｎ
Ｓ
と

の
連
携
な
ど
を
強
化
し
ま
し
た
。
そ

の
結
果
ア
ク
セ
ス
件
数
は
年
々
増
加

し
て
い
ま
す
。

問 行政改革大綱については 総務課総務文書係℡ 83-8106
　 再配置計画については 財政課管財係℡ 83-8103

㈱ケイミックスパブリックビジネスが管理
運営している真岡市公民館・市民会館

実施計画73項目の進捗度（目標に対する達成の割合）別内訳
　　　　　　　　　自己評価
　主要項目

Ａ達成
100％以上

Ｂ順調
70-99％

Ｃやや遅れ
50-69％

Ｄ遅れ
50％未満

Ｅその他
中止など

計

市民協働のまちづくりの推進 0 8 2 3 0 13
開かれた市政の推進 4 1 0 0 0 5
事務事業の効率化 13 8 1 0 0 22
組織の適正化と人材の育成・強化 3 2 0 0 0 5
電子自治体の推進 5 3 0 0 　1※ 9
健全な財政運営 6 9 2 2 0 19

合計 31 31 5 5 1 73
※ケーブルテレビ事業を民間主体のIRU契約に移行したため「情報通信基盤設備の活用」を中止とした

　

平
成
27
年
度
か
ら
６
年
間
を
推
進
期
間
と
す
る
「
第
６
次
真
岡
市
行
政
改
革

大
綱
」
の
実
施
計
画
に
つ
い
て
、
最
終
年
度
に
あ
た
る
令
和
２
年
度
の
取
り
組

み
状
況
と
、
そ
の
成
果
の
一
部
を
紹
介
し
ま
す
。

市
民
会
館
等
を
民
間
委
託

　

主
要
項
目
「
事
務
事
業
の
効
率
化
」

に
お
け
る
民
間
委
託
等
の
推
進
に
つ

い
て
は
、
令
和
２
年
度
か
ら
、
真
岡
市

民
会
館（
市
民“

い
ち
ご”

ホ
ー
ル
）、
市

公
民
館
、
青
年
女
性
会
館
に
指
定
管

理
者
制
度
を
新
た
に
導
入
し
ま
し
た
。

　

契
約
期
間
は
令
和
７
年
３
月
ま
で

の
５
年
間
で
、
民
間
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を

生
か
し
な
が
ら
３
施
設
を
一
体
的
に

管
理
す
る
こ
と
で
、
市
民
サ
ー
ビ
ス

の
向
上
と
行
政
コ
ス
ト
の
縮
減
を

図
っ
て
い
ま
す
。

人
事
評
価
に
新
シ
ス
テ
ム

　

主
要
項
目
「
組
織
の
適
正
化
と
人
材

の
育
成
・
強
化
」
に
つ
い
て
は
、
人

材
育
成
を
主
眼
と
し
て
、
主
体
的
な

能
力
開
発
や
職
務
遂
行
を
促
す
た
め

の
新
た
な
人
事
評
価
シ
ス
テ
ム
を
確

立
し
ま
し
た
。

　

職
員
は
各
自
の
職
務
職
責
に
応
じ

て
適
切
な
目
標
を
設
定
し
、
そ
の
目

標
を
自
主
的
に
管
理
し
ま
す
。
ま
た
、

管
理
者
と
の
評
価
面
談
を
通
じ
て
人

材
の
育
成
を
図
っ
て
い
ま
す
。

年２回以上実施される管理者との評価面談

電
子
自
治
体
の
推
進
強
化

　

主
要
項
目
「
電
子
自
治
体
の
推
進
」

に
つ
い
て
は
、
情
報
格
差
の
解
消
と
個

人
情
報
の
保
護
に
努
め
な
が
ら
、
高

度
情
報
通
信
技
術
を
積
極
的
に
活
用

し
て
い
ま
す
。

　電子自治体の推進に係る主な取り組み
実施計画 内容

入札事務
電子化

建設関連業務委託の指名競争入
札について電子閲覧を導入し、
入札事務の効率化を図った。

緊急通報
システム運用

一人暮らし高齢者等を対象として、緊急事態の際に熱センサー
やボタン一つで警備会社へ通報できる装置を貸与しており、令
和３年３月末までに目標を超える467台を設置した。

学校教育支援
システム構築

成績や生徒指導の記録を一元的に管理できる校務支援システム
を導入し、学校事務の共通化・効率化を図った。

行
政
資
源
の
有
効
活
用

　

主
要
項
目
「
健
全
な
財
政
運
営
」
に

お
け
る
行
政
資
源
の
有
効
活
用
に
つ

い
て
は
、
利
用
す
る
見
込
み
の
な
い
市

有
地
の
売
却
を
進
め
て
い
ま
す
。

未利用市有地の売却実績
売却年度 所在（面積） 売却価格

平成
30年度

久下田西地内
（303.28㎡） 509 万円

令和
元年度

熊倉町地内
（439.24㎡） 813 万円

令和
2年度

久下田西地内
（301.26㎡） 650 万円

熊倉町地内
（439.24㎡） 773 万円

 

老
朽
化
し
た
公
共
施
設
の
あ
り
方

　

市
内
に
は
昭
和
40
年
か
ら
50
年
代
に
か
け
て
整
備
し
た
公
共

施
設
が
多
く
、
そ
れ
ら
の
今
後
の
方
針
は
「
大
規
模
修
繕
に
よ

る
長
寿
命
化
」「
建
て
替
え
」「
移
転
・
統
合
」「
別
用
途
で
活
用
」

「
廃
止
・
除
却
」
な
ど
さ
ま
ざ
ま
で
す
。
本
市
で
は
、
各
施
設
の

今
後
の
あ
り
方
を
示
す
「
真
岡
市
公
共
施
設
再
配
置
計
画
」
を

平
成
30
年
３
月
に
策
定
し
て
お
り
、
令
和
４
年
度
は
そ
の
計
画

の
見
直
し
年
度
と
な
り
ま
す
。
現
在
の
社
会
情
勢
や
住
民
ニ
ー

ズ
等
を
踏
ま
え
、
中
長
期
的
な
視
点
か
ら
効
果
的
か
つ
効
率
的

な
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
の
検
討
を
進
め
て
い
ま
す
。

緊急通報システム

売却を進めている並木町団地跡地

←行政改革大綱

公共施設マネジメント→

建て替えが予定されている第一学校
給食センター (鉄筋コン造・築43年)

情報センターから子ども広場に用途替
えした真岡駅舎内（鉄骨造・築25年）

新庁舎周辺に整備される複合交流拠点への移転・複合化が予定されている田町の
第一子育て支援センター（写真左／木造・築41年）と図書館（鉄筋コン造・築40年）

芳賀広域やひまわり園などを集約した旧コン
ピュータ・カレッジ（鉄筋コン造・築 32 年）

福祉施設や地域体育館として活用されてい
る旧長沼北小学校（鉄筋コン造・築 35年）

市ホームページ（トップ）アクセス件数

年間
2,652,636

件

年間
2,750,444

件

年間
2,996,990

件

年間
4,122,671

件

1日
7,267 人

1日
7,535 人

1日
8,210 人

1日
11,264 人

H29　　　　H30　　　　　R1　　　　 R2（年度）

（9）広報もおか


